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生活保護ケース記録に係る管理情報開示拒否決定に対する異議 

     申立てについて（答申） 

 

 ２０１０年（平成２２年）１月２０日付け（諮問第２１号）で諮問された「異議

申立人の２００８年（平成２０年）７月２日から２００９年（平成２１年）１０月

１５日までの生活保護ケース記録」に係る管理情報全部非開示処分に対する異議申

立てについて、次のとおり答申します。 

 

第１ 審査会の結論 

   藤沢市長（以下「実施機関」という。）が、異議申立人の行った「本人の 

  ２００８年（平成２０年）７月２日から２００９年（平成２１年）１０月１５

  日までの生活保護ケース記録」（以下「本件文書」という。）の管理情報開示

  等請求について、藤沢市個人情報の保護に関する条例（以下「条例」という。）

   第２３条第３号の規定に基づき、２００９年（平成２１年）１１月１６日付

  けでした管理情報全部非開示処分は妥当でなく、別表の非開示箇所を除き、開

  示すべきである。 

第２ 本件諮問までの経過 

 １ 異議申立人は、２００９年（平成２１年）１１月５日、実施機関に対し、条

  例第２０条により、本件文書について、管理情報の開示請求をした。 

 ２ 実施機関は、１６日付けで、管理情報の開示請求に係る本件文書につき、全

  部非開示とした管理情報開示拒否決定をした。 

 ３ 異議申立人は、２０１０年（平成２２年）１月１４日、実施機関に対し、前 

  記管理情報全部非開示処分の取消しを求める異議申立てをした。 

 ４ 実施機関は、２０日付けで、藤沢市個人情報保護審査会（以下「審査会」と

  いう。）に対し、本件異議申立てについて諮問した。 

第３ 異議申立人の主張要旨 

 １ 処分庁は、条例第２３条第３号に該当するとして非開示決定処分をしている



  が、その根拠については判断の不当不合理であり開示請求者本人の人格人権の 

侵害を回復できない事態を招くことになる。２００９年（平成２１年）１０月

１５日で生活保護を廃止して自立をしていることからも、指導評価選考などと

する拒否理由は、不当である。 

２ 証拠資料であるケース記録を開示しないことについて、生活保護業務の適正

な執行に支障をきたすとする処分庁の理由は、単なる証拠隠滅を恐れるいいの

がれとも取れる理由であり、でっち上げ等を記載している可能性があっても本

人には開示できないとする理由は正当な理由ではない。適正な業務をしている

ならば、本人に開示閲覧しても何ら支障はおこらない。生活保護者とケースワ

ーカーと言う格差があってはならない。 

第４ 実施機関の主張要旨 

１ 本件文書は、家庭訪問や所内面接等で把握した異議申立人を含む世帯の生活

状況や健康状況等の記載、世帯の生活の安定を図るための指導、及び自立に向

けての指導等の記載がある。これを開示することにより、異議申立人の認識と

生活保護ケース記録の内容が異なった場合、福祉事務所と生活保護受給者との

信頼関係を失う可能性があり、今後の生活保護業務を適正に執行していく上で

支障をきたすおそれがあり、条例第２３条第３号に該当するものとして非開示

とした。 

２ 本件文書には生活保護法第４条第１項及び第２項による要保護性（生活困窮

状況にあるかどうか）の有無や保護決定後の自立助長を図る必要性から同法第

２９条により各関係機関に必要に応じて調査等を行い、その結果が記載されて

いる。このようにして得た個人情報・管理情報を開示することにより、情報の

提供先と異議申立人の認識が異なった場合、各関係機関との信頼関係を異議申

立人、福祉事務所とも失うおそれがあることから、関係機関からの情報提供を

得られなくなる可能性がある。そのため、生活保護の決定やその後の処遇等に

影響があるものとして非開示とした。 

  その他にも、関係者から聴取した事項や同一世帯であった者の記載もあるの

で、非開示とした。 

３ 異議申立人は、生活保護から自立したとはいえ、以上のように保護受給中の

自立に向けての指導事項等や関係機関からの調査事項、関係者等から聴取した

事項、同一世帯だった者の記録等が記載されているため、非開示とした。 

第５ 審査会の判断 

  １ 本件文書の内容 

   （１）本件文書は、藤沢市の生活保護事務において、生活保護の担当課が生活

    保護申請を受理すると、申請者またはその世帯毎に必要書類を整えて作成

    する生活保護ケース記録票である。 



本件文書は、異議申立人の母親を世帯主として作成されたものと異議申

立人のものとして作成された２つの生活保護ケース記録票である。 

   （２）本件文書のうち文書１「援助方針・経過票」（１枚目）は、生活保護開

    始時（申請者が異議申立人の母親）の問題点と共に援助方針、取消年月日、

    樹立年月日、ケース格付等が記載されている。 

 （３）本件文書のうち文書２「新規ケース記録票」（２枚目から７枚目）は、

地区担当ケースワーカーが、生活保護の申請をした異議申立人の母親から

主に聴き取りした内容を記録した文書であり、申請者の住所、氏名、電話

番号、申請理由、訪問調査、世帯構成、生活歴、職歴、親等表、健康状態、

障害認定、住居の状況、資産状況、他方・他施策、収入状況、要否判定、

措置決定、世帯類型、訪問類型、費用負担、民生委員の意見、社会環境、

将来の見通し等が記録されている。 

  （４） 本件文書のうち文書３「ケース記録表」（８枚目から１３枚目）は、生

    活保護を実施するうえで必要な事項について、主として申請者である異議

    申立人の母親からの聴き取りのほか、異議申立人からの聴き取りや電話で

    のやりとり、その他病院、藤沢保健所、不動産業者、市会議員、ハローワ

    ーク等関係者との連絡等記録し、さらに援助方針の変更、援助額の変更、

    住宅費の支給等記録されている。 

  （５） 本件文書のうち文書４「援助方針・経過票」（１４枚目）は、生活保護

    開始時（申請者が異議申立人）の問題点と共に援助方針、取消年月日、樹

    立年月日、ケース格付等が記載されている。 

 (６） 本件文書のうち文書５「新規ケース記録票」（１５枚目から２０枚目）

は、地区担当ケースワーカーが、生活保護の申請をした異議申立人から主

に聴き取りした内容を記録した文書であり、申請者の住所、氏名、電話番

号、申請理由、訪問調査、世帯構成、生活歴、職歴、親等表、扶養義務者、

健康状態、住居の状況、資産状況、他方・他施策、収入状況、要否判定、

措置決定、世帯類型、訪問類型、費用負担、民生委員の意見、社会環境、

将来の見通し等が記録されている。 

  （７） 本件文書のうち文書６「ケース記録票」（２１枚目から２５枚目）は、 

       生活保護を実施するうえで必要な事項について、主として申請者である異 

        議申立人からの聴き取りや電話でのやりとり、その他職業訓練校、賃貸人 

       等関係者との連絡等記録し、さらに教材費、生活移送費、期末一時扶助費、

        住宅費の認定、布団代の支給、技能取得費並びに訪問類型の変更、基準改 

        定及び援助方針等記録されている。 

 ２ 条例第２３条第１号、第３号の該当性について 

 （１）条例第２３条第３号では「開示請求者の指導、診断、評価、選考等に関す



   る情報であって開示請求者に知らせないことが正当と認められるもの」は例

   外的に非開示情報と定められている。その趣旨は特定の個人を対象とする事

   務の適正な執行を確保するため、記録された情報のうち通常本人が知り得な

   い評価、判定に関する情報を開示しないことができる旨定めたものである。

   従って、評価、判定に関わらない客観的な事実に関する情報や、既に異議申

   立人に知らされている情報及び異議申立人から聴取された情報は、本号の非

   開示情報に該当しないから、開示するべきである。 

なお、第三者情報が含まれているときには、同条第１号により非開示とな

る。  

そこで、本件文書について、同条第１号、第３号の該当性を個別に検討す

る。 

（２）本件文書１について 

本件文書１に記載されている「問題点」「援助方針」はいずれも評価であ

り、「取消年月日」「樹立年月日」も含めて同条第３号に該当し非開示とす

る。また一部第三者の情報も含まれており、同条第１号にも該当する。 

末尾の「ケース格付 決定・変更年月日」は、訪問頻度を意味し、評価に

関する情報であるから同条第３号に該当し非開示とする。但し、「Ａ１ 開

始時」欄は、生活保護申請したすべての者に該当するので、同条第３号に該

当せず、開示する。 

 （３）本件文書２について 

本件文書２のうち、２枚目表「申請者」が異議申立人本人以外の者である

から、同条第１号該当として非開示とするべきかが問題となる。同号は、個

人の正当な利益を保護する観点から定められたことから、開示しても個人の

正当な権利利益を害することがないことが明らかな場合まで、同号によって

非開示とする必要はない。生活保護は、世帯単位の原則がとられており（生

活保護法第１０条）、「申請者」が生活保護申請をすることにより、同一世

帯に属する異議申立人についても世帯としての生活保護申請がなされたこと

になる以上、「申請者」の「住所」「氏名」を異議申立人に開示しても、第

三者の正当な権利利益を害することがないことが明らかと認められるから、

開示すべきである。  

「電話番号」は第三者が個人的に利用している番号であることも否定でき

ないことから、開示しても権利利益を害しないことが明らかとまではいえず、

条例第２３条第１号に該当し非開示とする。  

「申請理由」及び「世帯構成」のうち №１の学歴欄はいずれも同条第１号

に該当し非開示とする。２枚目表のうち、その余は、「訪問調査」や見出し

は同条第３号に該当しないから開示する。 



２枚目裏のうち、「生活歴」は、見出しを除いて、第三者の情報であるか

らいずれも同条第１号に該当し非開示とする。２枚目裏のその余はいずれも

同条第１号、第３号に該当しないから開示する。 

３枚目表の「職歴」は、見出しを除いて、第三者の情報であるからいずれ

も同条第１号に該当し非開示とする。その余の異議申立人の生活歴は、同条

第３号に該当しないから開示する。 

３枚目裏は、戸籍事項であり、異議申立人が戸籍謄本等により容易に入手

しうる情報であるから個人の正当な権利利益を害するおそれがないことが明

らかであることから同条第１号アにより開示する。 

４枚目裏は、「健康状態」のうち２行目と「障害認定」の回答が第三者の

情報であるから、非開示とする。 

５枚目表の「住居の状況」のうち、「家主」欄及び紹介者の同条第１号該

当性が問題となる。しかし、「家主」と異議申立人は、賃貸借契約の賃貸人

と賃借人の履行補助者という契約当事者に準ずる関係にあることから、開示

しても個人の正当な権利利益を害するおそれがないことが明らかであり、紹

介者名についても同様に考えられるから開示する。 

    ６枚目表のうち、下から６行目「加入者名」欄の同条第１号該当性が問題

   となるが、世帯すべてが国民健康保険から医療扶助へ変わったということで、

   異議申立人にも知りうる情報なので開示する。その余も本人の情報であり、

   かつ同条第３号に該当しないから開示する。 

６枚目裏の「預貯金」のうち、下から９行目の現金、下から７行目の第三

者の情報並びに下から２行目及び末行の合計額は、同条第１号に該当し非開

示とする。 

    ７枚目表のうち３行目及び５行目の数字は、上記と同様同条第１号に該当

し非開示とする。その余は、判定に関する情報であるが、既に本人に知らさ

れている事項なので、同条第３号に該当しないから開示する。 

    ７枚目裏のうち、「社会環境」は、第三者情報のため同条第１号該当によ

り非開示とし、「民生委員の意見」「将来の見通し」は、評価に関する情報

であり同条第３号該当により非開示とし、その余は開示する。 

（４）本件文書３について 

   本件文書３の８枚目表のうち、「２００８．７．９」欄と「２００８．７．

１１」欄は、異議申立人との連絡であるから開示し、その余は第三者の情報で

あるから、年月日も含めて同条第１号に該当し非開示とする。 

   ８枚目裏のうち、「２００８．７．２３」欄のいずれもと下から４行は、既

に異議申立人に知らされている客観的事項であるから開示する。その余は第三

者の情報であるから、年月日も含めて同条第１号に該当し非開示とする。 



   ９枚目表のうち、「２００８．８．７」欄、「２００８．８．１１」欄、「２

００８．８．１４」欄及び「２００８．８．１８」欄は、いずれも異議申立人

とのやりとり等であるから開示し、その余は第三者の情報であるから、年月日

も含めて同条第１号に該当し非開示とする。 

   ９枚目裏のうち、１、２行目は、不動産屋からの連絡であるから同条第１号

該当性が問題となるが、異議申立人の賃貸借契約に関することであり、本人が

知っていることであるから開示する。 

   「２００８．９．１１」欄は、単に診断会議の実施であり、内容に触れてい

ないから同条第３号に該当せず開示する。 

   下から９行目「２００８．９．１７」欄は、異議申立人とのやりとり等であ

るから開示し、下から４行とその余は第三者の情報であるから、年月日も含め

て同条第１号に該当し非開示とする。 

   １０枚目表のうち、第４段は、第三者の情報であるから、年月日も含めて同

条第１号に該当し非開示とし、その余は異議申立人との連絡等や既に知らされ

ている決定であるから同条第３号に該当せず開示する。 

   １０枚目裏は異議申立人との面接や既に知らされている客観的事項に関する

決定であるから同条第３号に該当せず開示する。 

      １１枚目表から１２枚目表までは、いずれも異議申立人との面接、連絡等異

議申立人が知っている事項なので同条第３号に該当せず開示する。 

     １２枚目裏のうち、第３段以降は、第三者の情報であるから同条第１号によ

り非開示とし、その余は異議申立人との面接であるから、本人が知っている事

項であり、同条第３号に該当せず開示する。 

     １３枚目表は、いずれも第三者の情報であるから同条第１号により非開示と

する。 

     １３枚目裏のうち、第２段と第４段は、異議申立人との面接等であり、本人

が知っている事項であるから同条第３号に該当せず開示する。その余は、いず

れも第三者の情報であるから同条第１号により非開示とする。 

（５）本件文書４について 

   本件文書４に記載されている「問題点」「援助方針」はいずれも評価であり、

「取消年月日」「樹立年月日」も含めて同条第３号に該当し、非開示とする。

末尾の「ケース格付 決定・変更年月日」は、上記（２）で述べたとおりであ

る。 

（６）本件文書５について 

   本件文書５のうち、１５枚目表裏は、異議申立人の情報であり、同条第３号

に該当しないから開示する。 

   １６枚目表も異議申立人の情報であり、同条第３号に該当しないから開示す



る。１６枚目裏は、戸籍事項であり、（３）に述べたと同様同条第１号アに該

当し開示する。 

   １７枚目表は、第三者の情報であるが、氏名、続柄、年齢及び住所欄は、既

に本人が知っている情報で、第三者の権利利益を害するものでもないから同条

第１号に該当せず開示する。扶養欄は第三者の情報であるから、同条第１号に

該当し非開示とする。 

   １７枚目裏は、異議申立人からの情報であり、同条第３号に該当しないから

開示する。 

   １８枚目表から１９枚目裏まで上記と同様開示する。 

   ２０枚目表は、異議申立人に既に知らされている客観的事項に関する決定等

であるから同条第３号に該当せず開示する。 

   ２０枚目裏のうち、「民生委員の意見」、「社会環境」及び「将来の見通し」

は、指導、評価に関する情報であり同条第３号該当により非開示とし、その余

は開示する。 

（７）本件文書６について 

   本件文書６のうち、２１枚目表ないし２２枚目裏までは、いずれも異議申立

人への訪問や既に知らされている客観的事項に関する決定等であるから同条第

３号に該当せず開示する。 

     ２３枚目表のうち、「２００９．２．９」欄は、異議申立人も含めた面談で

あるから開示し、「２００９．３．１７」欄のうち、基準改定は、異議申立人

に知らされている客観的事項に関することであるから開示する。その余は、評

価に関するものであるから、同条第３号に該当し非開示とする。 

   ２３枚目裏と２４枚目表は、連絡、面接等異議申立人とのやりとりであるか

ら開示する。 

   ２４枚目裏のうち、第３段と下から３行は、評価に関することなので、同条

第３号に該当し非開示としその余は、連絡、面談等異議申立人が知っている事

項なので開示する。 

   ２５枚目表裏は、いずれも面接等異議申立人に知らされている事項なので開

示する。 

 

３ 結論 

よって、実施機関が本件文書について管理情報全部非開示決定をした処分は妥

当でなく、別表の非開示箇所を除き、開示すべきであると判断する。 

 

                                                              以  上   

                                                                 



別表（本件文書の非開示部分） 
頁・項目 等 行  等 
文書１ 

１枚目表 

 「保護開始時」の   
  うち「問題点」 

   「援助方針」 

   「取消年月日」 

 「樹立年月日」 

 「援助方針」 

 「取消年月日」 

 「ケース格付 決定・ 
 変更年月日」 
 

 
 
 
すべて 

すべて 

すべて 

すべて 

すべて 

すべて 

「Ａ１ 開始時」を除くすべて 

 

文書２ 

２枚目表 

 「２申請者」 

 「４申請理由」 

 「６世帯構成」 

２枚目裏 

 「１０生活歴 」 

 

３枚目表 

４枚目裏 

 「１３健康状態」 

 「１４障害認定」 

６枚目裏 

  「２０収入状況」 

 

 

 

 

 

７枚目表 

 

 

 
 
３行目「電話番号」を除くすべて 

すべて 

２行目「学歴」の項目 

 

見出しの「（１）出生」「（２）学歴」「（３）結

婚」を除くすべて 

２行目 

 

２行目 

すべて 

 

下から９行目左から１３文字目から１８文字目ま

で 

下から７行目「名義人」「銀行支店名」「口座番号」

の項目及び「残金（円）」の項目の「円」を除くす

べて 

下から１行目及び２行目の合計額 

３行目左から２文字目から７文字目まで 

５行目左から１７文字目から２２文字目まで 

 



頁・項目 等  行  等 
７枚目裏 
「２７民生委員の意見」 
「２８社会環境」 
「２９将来の見通し」 
 
 

 
すべて 

すべて 

すべて 

 

文書３ 

８枚目表 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

 

８枚目裏 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

９枚目表 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

９枚目裏 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

１０枚目表 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

１２枚目裏 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

１３枚目表 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

１３枚目裏 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

 

 
 

 
 
１行目から１０行目まで 

１３行目から１６行目まで 

１９行目から２６行目まで 

 

３行目から２３行目まで 

 

 

１行目から３行目まで  
６行目から９行目まで 

 

３行目から１５行目まで 

２２行目から２５行目まで 

 

８行目から９行目まで 

 

 

１２行目から２６行目まで 

 

 

１行目から２１行目まで 

 

 

１行目から９行目まで 

１４行目 

 



頁・項目 等 行 等 
文書４ 

１４枚目表 

 「保護開始時」の 
うち「問題点」 

    「援助方針」 

    「取消年月日」 

 「樹立年月日」 

 「援助方針」 

 「ケース格付 決定・ 

 変更年月日」 
 
 

 
 
 
すべて 

すべて 

すべて 

すべて 

すべて 

「Ａ１ 開始時」を除くすべて 

 

文書５ 

１７枚目表 

 「１２扶養義務者」 

２０枚目裏 

 「２７民生委員の意見」 

「２８社会環境」 

「２９将来の見通し」 
 
 

 
 
「扶養」の項目 

 

すべて 

すべて 

すべて 

文書６ 

２３枚目表 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

２４枚目裏 

 「年月日、取扱事項、 

記事」欄 

 
 

 
 
１６行目から１８行目まで 

２１行目 

 

６行目 

１７行目から１９行目まで 

 
備考 文字数は、当該行の記載のある文字を左から数えたもので、句読点も     

一文字として数えたものである。 

「ケース記録表（票）」の行数は、印影を除いて数えたものである。 



  別紙                                                （諮問第２１号） 

 

 

                        審査会の処理経過 

 

   

   年 月 日         処   理   内   容 

    2010. 1.20  諮問 

    2010. 2. 4 

 

 市長から審査会へ拒否決定に係る管理情報及び非開示等理由

説明書の提出 

    2010. 2.25 

 

 

 第１回審査会 

 実施機関からの意見聴取 

 審議 

    2010. 4. 6 

 

 第２回審査会 

 審議 

    2010. 5.12 

 

 第３回審査会 

 審議 

    2010. 6.16 

 

 第４回審査会 

 審議  

    2010. 8.25   答申 

 

 

 



第１２期藤沢市個人情報保護審査会委員名簿 
 
（任期：2010 年 4 月 1 日～2012 年 3 月 31 日） 

氏     名       役  職  名  等 

大 渕 辰 雄 医師 

○  小 澤 弘 子 弁護士 

◎  篠 崎  百合子 弁護士 

田 中 則 仁 神奈川大学経営学部教授 

吉 田 眞 次 公認会計士 
◎会長  ○職務代理者 
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